
 

 
 
 
 
 
 
 

年金記録訂正請求に係る答申について 
近畿地方年金記録訂正審議会 

令和元年 11 月 21 日答申分 

 

  ○答申の概要 

    （１）年金記録の訂正の必要があるとするもの    11 件 

        厚生年金保険関係      11 件 

    （２）年金記録の訂正を不要としたもの          ２件 

        国 民 年 金 関 係       ２件 

       

 

 



 

 

厚生局受付番号 ： 近畿（受）第 1900076 号 

厚生局事案番号 ： 近畿（国）第 1900022 号 

 

第１ 結論 

昭和 36 年４月から昭和 37 年４月までの請求期間については、国民年金保険料を納付した期

間に訂正することを認めることはできない。 

 

第２ 請求の要旨等 

１ 請求者の氏名等 

   氏    名 ： 女 

   基礎年金番号 ：  

   生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

   住    所 ：  

 ２ 請求内容の要旨 

   請 求 期 間 ： 昭和 36 年４月から昭和 37年４月まで 

私の国民年金の加入手続については、昭和 36 年４月頃、同居の祖母か母が、Ａ市の自宅

に来ていた女性集金人に対して行っており、国民年金保険料については、加入後一年程度の

期間、祖母が、当該集金人に対して毎月納付してくれていた。 

祖母からもらった年金手帳は、年金相談で赴いたＢ市役所Ｃ支所において廃棄されたため、

今は手元にないが、請求期間に係る国民年金保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 判断の理由 

請求者は、国民年金の加入手続については、昭和 36 年４月頃、請求者の祖母又は母が、Ａ

市の自宅に来ていた女性集金人を介して行い、請求期間の国民年金保険料については、加入後

一年程度の期間、祖母が当該集金人に対して毎月納付していた旨主張している。 

しかしながら、国民年金の加入手続が行われた場合には、国民年金手帳記号番号（以下「記

号番号」という。）が払い出されるところ、請求者には、二つの記号番号が払い出されており、

一つ目の記号番号（以下「番号１」という。）については、国民年金手帳記号番号払出簿から、

昭和 42 年３月 15 日にＤ社会保険事務所（当時）において払い出されていることが確認でき、

二つ目の記号番号（以下「番号２」という。）については、オンライン記録の国民年金被保険

者資格の入力処理年月日から、昭和 61 年 10 月頃にＢ社会保険事務所（当時）において払い出

されたものと推認できることから、番号１及び番号２に係る払出の時期及び場所は、昭和 36

年４月頃にＡ市で国民年金に加入したとする請求者の主張と符合しない。 

また、前述の番号１及び番号２の払出時点においては、国民年金法の時効に関する規定によ

り、番号１及び番号２に基づいて請求期間の国民年金保険料を現年度納付及び過年度納付する

ことはできないことに加え、請求者は、「祖母が国民年金保険料を払っていたと思われるのは、

国民年金に加入後、最初の一年程度の間であり、その後の記憶はないので、その後は保険料を

払っていないと思う。」と陳述しており、請求期間の国民年金保険料について遡及して納付し

たか否かは不明である。 

さらに、請求者は、国民年金の加入手続及び請求期間の国民年金保険料の納付に直接関与し

ておらず、請求者の加入手続を行い請求期間の国民年金保険料を納付したとする祖母は既に亡

くなっていると陳述している上、請求者の加入手続を行った可能性があるとする請求者の母も

既に亡くなっていることから、これらの者に当時の具体的な加入及び納付状況を確認すること

ができない。 

加えて、社会保険オンラインシステム及び年金情報総合管理・照合システム（紙台帳検索シ

ステム）により複数の読み方で氏名検索を行ったが、番号１及び番号２のほか、請求者に対す



る有効な記号番号の払出しは確認できない。 

このほか、請求者の祖母が請求期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書控等）はなく、請求期間について、ほかに請求者の国民年金保険料が納

付されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら請求内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、請求者が

請求期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

 



    

 

厚生局受付番号 ： 近畿（受）第 1900291 号 

厚生局事案番号 ： 近畿（厚）第 1900137 号 

 

第１ 結論 

請求者のＡ社における標準賞与額に係る記録を平成 27 年６月 25 日は 67 万 9,000 円及び同

年 12 月４日は７万 5,000 円とすることが必要である。 

平成 27 年６月 25 日及び同年 12 月４日の標準賞与額については、保険給付の計算の基礎と

なる標準賞与額として記録することが必要である。 

 

第２ 請求の要旨等 

  １ 請求者の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 62年生 

    住    所 ：  

  ２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： ① 平成 27 年６月 25日 

             ② 平成 27年 12 月４日              

請求期間①及び②にＡ社から賞与が支給されたが、当該賞与に係る標準賞与額の記録が保

険給付の計算の基礎とならない記録となっている。当該賞与に係る標準賞与額の記録を保険

給付の計算の基礎となる記録に訂正してほしい。 

     

第３ 判断の理由 

Ａ社から提出された請求者に係る賃金台帳及び日本年金機構の回答により、請求者が、請求

期間①において標準賞与額 67 万 9,000 円及び請求期間②において標準賞与額７万 5,000 円に

見合う賞与の支払を受けたことが認められる。 

一方、オンライン記録において、請求者の請求期間①及び②に係る標準賞与額は、厚生年金

保険法第 75 条本文該当と記録されているところ、同条本文には、保険料を徴収する権利が時

効により消滅したときは当該保険料に係る被保険者であった期間に基づく保険給付は行わな

い旨規定されている。 

しかしながら、オンライン記録により、事業主が請求者に係る育児休業等（平成 27 年＊月

＊日から平成 28 年＊月＊日までの期間）取得の申出を行ったことが確認できるところ、厚生

年金保険法第 81 条の２において、育児休業等をしている被保険者が使用される事業所の事業

主が申出をしたときは、当該被保険者に係る保険料であってその育児休業等を開始した日の属

する月からその育児休業等が終了する日の翌日が属する月の前月までの期間に係る保険料の

徴収は行わない旨規定されており、当該規定に基づくと、請求者の請求期間①及び②の標準賞

与額に係る厚生年金保険料を徴収する権利そのものが存在しないことから、請求者の当該各期

間に係る標準賞与額の記録については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定は適用されない。 

以上のことから、請求期間①及び②に係る標準賞与額については、前述の賃金台帳及び日本

年金機構の回答から、請求期間①は 67 万 9,000 円及び請求期間②は７万 5,000 円とし、保険

給付の計算の基礎となる標準賞与額として記録することが必要である。 



    

 

厚生局受付番号 ： 近畿（受）第 1900292 号 

厚生局事案番号 ： 近畿（厚）第 1900138 号 

 

第１ 結論 

請求者のＡ社における平成 19 年 12 月５日の標準賞与額に係る記録を 23 万 9,000 円とする

ことが必要である。 

平成 19年 12 月５日の標準賞与額については、保険給付の計算の基礎となる標準賞与額とし

て記録することが必要である。 

 

第２ 請求の要旨等 

  １ 請求者の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 48年生 

    住    所 ：  

  ２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： 平成 19年 12 月５日 

請求期間にＡ社から賞与が支給されたが、当該賞与に係る標準賞与額の記録が保険給付の

計算の基礎とならない記録となっている。当該賞与に係る標準賞与額の記録を保険給付の計

算の基礎となる記録に訂正してほしい。 

     

第３ 判断の理由 

Ａ社から提出された請求者に係る賃金台帳及び日本年金機構の回答により、請求者が、請求

期間において標準賞与額 23 万 9,000 円に見合う賞与の支払を受けたことが認められる。 

一方、オンライン記録において、請求者の請求期間に係る標準賞与額は、厚生年金保険法第

75 条本文該当と記録されているところ、同条本文には、保険料を徴収する権利が時効により消

滅したときは当該保険料に係る被保険者であった期間に基づく保険給付は行わない旨規定さ

れている。 

しかしながら、オンライン記録により、事業主が請求者に係る育児休業等（平成 19 年＊月

＊日から平成 20 年＊月＊日までの期間）取得の申出を行ったことが確認できるところ、厚生

年金保険法第 81 条の２において、育児休業等をしている被保険者が使用される事業所の事業

主が申出をしたときは、当該被保険者に係る保険料であってその育児休業等を開始した日の属

する月からその育児休業等が終了する日の翌日が属する月の前月までの期間に係る保険料の

徴収は行わない旨規定されており、当該規定に基づくと、請求者の請求期間の標準賞与額に係

る厚生年金保険料を徴収する権利そのものが存在しないことから、請求者の当該期間に係る標

準賞与額の記録については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定は適用されない。 

以上のことから、請求期間に係る標準賞与額については、前述の賃金台帳及び日本年金機構

の回答から、23 万 9,000 円とし、保険給付の計算の基礎となる標準賞与額として記録すること

が必要である。 



厚生局受付番号 ： 近畿（受）第 1900293 号 

厚生局事案番号 ： 近畿（厚）第 1900139 号 

 

第１ 結論 

請求者のＡ社における標準賞与額に係る記録を平成 23 年 12 月５日は 79 万 6,000 円及び平

成 24 年６月 25日は５万 7,000 円とすることが必要である。 

平成 23年 12 月５日及び平成 24 年６月 25 日の標準賞与額については、保険給付の計算の基

礎となる標準賞与額として記録することが必要である。 

 

第２ 請求の要旨等 

  １ 請求者の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 53年生 

    住    所 ：  

  ２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： ① 平成 23 年 12 月５日 

             ② 平成 24年６月 25 日              

請求期間①及び②にＡ社から賞与が支給されたが、当該賞与に係る標準賞与額の記録が保

険給付の計算の基礎とならない記録となっている。当該賞与に係る標準賞与額の記録を保険

給付の計算の基礎となる記録に訂正してほしい。 

     

第３ 判断の理由 

Ａ社から提出された請求者に係る賃金台帳及び日本年金機構の回答により、請求者が、請求

期間①において標準賞与額 79 万 6,000 円及び請求期間②において標準賞与額５万 7,000 円に

見合う賞与の支払を受けたことが認められる。 

一方、オンライン記録において、請求者の請求期間①及び②に係る標準賞与額は、厚生年金

保険法第 75 条本文該当と記録されているところ、同条本文には、保険料を徴収する権利が時

効により消滅したときは当該保険料に係る被保険者であった期間に基づく保険給付は行わな

い旨規定されている。 

しかしながら、オンライン記録により、事業主が請求者に係る育児休業等（平成 23 年＊月

＊日から平成 25 年＊月＊日までの期間）取得の申出を行ったことが確認できるところ、厚生

年金保険法第 81 条の２において、育児休業等をしている被保険者が使用される事業所の事業

主が申出をしたときは、当該被保険者に係る保険料であってその育児休業等を開始した日の属

する月からその育児休業等が終了する日の翌日が属する月の前月までの期間に係る保険料の

徴収は行わない旨規定されており、当該規定に基づくと、請求者の請求期間①及び②の標準賞

与額に係る厚生年金保険料を徴収する権利そのものが存在しないことから、請求者の当該各期

間に係る標準賞与額の記録については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定は適用されない。 

以上のことから、請求期間①及び②に係る標準賞与額については、前述の賃金台帳及び日本

年金機構の回答から、請求期間①は 79 万 6,000 円及び請求期間②は５万 7,000 円とし、保険

給付の計算の基礎となる標準賞与額として記録することが必要である。 



 

厚生局受付番号 ： 近畿（受）第 1900294 号 

厚生局事案番号 ： 近畿（厚）第 1900140 号 

 

第１ 結論 

請求者のＡ社における標準賞与額に係る記録を平成 22 年 12 月３日は 74 万 1,000 円、平成

23年６月24日は8,000円、平成25年６月25日は80万4,000円及び同年12月５日は８万9,000

円とすることが必要である。 

平成 22 年 12 月３日、平成 23 年６月 24 日、平成 25 年６月 25 日及び同年 12 月５日の標準

賞与額については、保険給付の計算の基礎となる標準賞与額として記録することが必要である。 

 

第２ 請求の要旨等 

  １ 請求者の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 55年生 

    住    所 ：  

  ２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： ① 平成 22 年 12 月３日 

             ② 平成 23年６月 24 日 

             ③ 平成 25年６月 25 日 

             ④ 平成 25年 12 月５日 

請求期間①、②、③及び④にＡ社から賞与が支給されたが、当該賞与に係る標準賞与額の

記録が保険給付の計算の基礎とならない記録となっている。当該賞与に係る標準賞与額の記

録を保険給付の計算の基礎となる記録に訂正してほしい。 

     

第３ 判断の理由 

Ａ社から提出された請求者に係る賃金台帳及び日本年金機構の回答により、請求者が、請求

期間①において標準賞与額 74 万 1,000 円、請求期間②において標準賞与額 8,000 円、請求期

間③において標準賞与額 80 万 4,000 円及び請求期間④において標準賞与額８万 9,000 円に見

合う賞与の支払を受けたことが認められる。 

一方、オンライン記録において、請求者の請求期間①、②、③及び④に係る標準賞与額は、

厚生年金保険法第 75 条本文該当と記録されているところ、同条本文には、保険料を徴収する

権利が時効により消滅したときは当該保険料に係る被保険者であった期間に基づく保険給付

は行わない旨規定されている。 

しかしながら、オンライン記録により、事業主が請求者に係る育児休業等（平成 22 年＊月

＊日から平成 24 年＊月＊日までの期間及び平成 25 年＊月＊日から平成 26 年＊月＊日までの

期間）取得の申出を行ったことが確認できるところ、厚生年金保険法第 81 条の２において、

育児休業等をしている被保険者が使用される事業所の事業主が申出をしたときは、当該被保険

者に係る保険料であってその育児休業等を開始した日の属する月からその育児休業等が終了

する日の翌日が属する月の前月までの期間に係る保険料の徴収は行わない旨規定されており、

当該規定に基づくと、請求者の請求期間①、②、③及び④の標準賞与額に係る厚生年金保険料

を徴収する権利そのものが存在しないことから、請求者の当該各期間に係る標準賞与額の記録

については、厚生年金保険法第 75条本文の規定は適用されない。 

以上のことから、請求期間①、②、③及び④に係る標準賞与額については、前述の賃金台帳

及び日本年金機構の回答から、請求期間①は 74 万 1,000 円、請求期間②は 8,000 円、請求期

間③は 80 万 4,000 円及び請求期間④は８万 9,000 円とし、保険給付の計算の基礎となる標準

賞与額として記録することが必要である。 



 

厚生局受付番号 ： 近畿（受）第 1900295 号 

厚生局事案番号 ： 近畿（厚）第 1900141 号 

 

第１ 結論 

請求者のＡ社における標準賞与額に係る記録を平成 26 年６月 25 日は 54 万 2,000 円及び同

年 12 月５日は 36 万 4,000 円とすることが必要である。 

平成 26 年６月 25 日及び同年 12 月５日の標準賞与額については、保険給付の計算の基礎と

なる標準賞与額として記録することが必要である。 

 

第２ 請求の要旨等 

  １ 請求者の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 平成元年生 

    住    所 ：  

  ２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： ① 平成 26 年６月 25日 

             ② 平成 26年 12 月５日 

請求期間①及び②にＡ社から賞与が支給されたが、当該賞与に係る標準賞与額の記録が保

険給付の計算の基礎とならない記録となっている。当該賞与に係る標準賞与額の記録を保険

給付の計算の基礎となる記録に訂正してほしい。 

     

第３ 判断の理由 

Ａ社から提出された請求者に係る賃金台帳により、請求者が、請求期間①において標準賞与

額 54万 2,000 円及び請求期間②において標準賞与額 36万 4,000円に見合う賞与の支払を受け

たことが認められる。 

一方、オンライン記録において、請求者の請求期間①及び②に係る標準賞与額は、厚生年金

保険法第 75 条本文該当と記録されているところ、同条本文には、保険料を徴収する権利が時

効により消滅したときは当該保険料に係る被保険者であった期間に基づく保険給付は行わな

い旨規定されている。 

しかしながら、オンライン記録により、事業主が請求者に係る産前産後休業（平成 26 年＊

月＊日から同年＊月＊日までの期間）取得の申出を行ったことが確認できるところ、厚生年金

保険法第 81 条の２の２において、産前産後休業をしている被保険者が使用される事業所の事

業主が申出をしたときは、当該被保険者に係る保険料であってその産前産後休業を開始した日

の属する月からその産前産後休業が終了する日の翌日が属する月の前月までの期間に係る保

険料の徴収は行わない旨規定されており、当該規定に基づくと、請求者の請求期間①の標準賞

与額に係る厚生年金保険料を徴収する権利そのものが存在しないことから、請求者の当該期間

に係る標準賞与額の記録については、厚生年金保険法第 75条本文の規定は適用されない。 

また、オンライン記録により、事業主が請求者に係る育児休業等（平成 26 年＊月＊日から

平成 27 年＊月＊日までの期間）取得の申出を行ったことが確認できるところ、厚生年金保険

法第 81 条の２において、育児休業等をしている被保険者が使用される事業所の事業主が申出

をしたときは、当該被保険者に係る保険料であってその育児休業等を開始した日の属する月か

らその育児休業等が終了する日の翌日が属する月の前月までの期間に係る保険料の徴収は行

わない旨規定されており、当該規定に基づくと、請求者の請求期間②の標準賞与額に係る厚生

年金保険料を徴収する権利そのものが存在しないことから、請求者の当該期間に係る標準賞与

額の記録についても、厚生年金保険法第 75 条本文の規定は適用されない。 

以上のことから、請求期間①及び②に係る標準賞与額については、前述の賃金台帳から、請

求期間①は 54万 2,000 円及び請求期間②は 36万 4,000 円とし、保険給付の計算の基礎となる

標準賞与額として記録することが必要である。 



 

 

厚生局受付番号 ： 近畿（受）第 1900296 号 

厚生局事案番号 ： 近畿（厚）第 1900142 号 

 

第１ 結論 

請求者のＡ社における標準賞与額に係る記録を平成 26 年 12 月５日は 68 万 9,000 円及び平

成 27 年６月 25日は 42万 6,000 円とすることが必要である。 

平成 26年 12 月５日及び平成 27 年６月 25 日の標準賞与額については、保険給付の計算の基

礎となる標準賞与額として記録することが必要である。 

 

第２ 請求の要旨等 

  １ 請求者の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 61年生 

    住    所 ：  

  ２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： ① 平成 26 年 12 月５日 

             ② 平成 27年６月 25 日 

請求期間①及び②にＡ社から賞与が支給されたが、当該賞与に係る標準賞与額の記録が保

険給付の計算の基礎とならない記録となっている。当該賞与に係る標準賞与額の記録を保険

給付の計算の基礎となる記録に訂正してほしい。 

     

第３ 判断の理由 

Ａ社から提出された請求者に係る賃金台帳及び日本年金機構の回答により、請求者が、請求

期間①において標準賞与額 68万 9,000 円及び請求期間②において標準賞与額 42万 6,000円に

見合う賞与の支払を受けたことが認められる。 

一方、オンライン記録において、請求者の請求期間①及び②に係る標準賞与額は、厚生年金

保険法第 75 条本文該当と記録されているところ、同条本文には、保険料を徴収する権利が時

効により消滅したときは当該保険料に係る被保険者であった期間に基づく保険給付は行わな

い旨規定されている。 

しかしながら、オンライン記録により、事業主が請求者に係る産前産後休業（平成 26 年＊

月＊日から平成 27 年＊月＊日までの期間）取得の申出を行ったことが確認できるところ、厚

生年金保険法第 81 条の２の２において、産前産後休業をしている被保険者が使用される事業

所の事業主が申出をしたときは、当該被保険者に係る保険料であってその産前産後休業を開始

した日の属する月からその産前産後休業が終了する日の翌日が属する月の前月までの期間に

係る保険料の徴収は行わない旨規定されており、当該規定に基づくと、請求者の請求期間①の

標準賞与額に係る厚生年金保険料を徴収する権利そのものが存在しないことから、請求者の当

該期間に係る標準賞与額の記録については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定は適用されな

い。 

また、オンライン記録により、事業主が請求者に係る育児休業等（平成 27 年＊月＊日から

平成 28 年＊月＊日までの期間）取得の申出を行ったことが確認できるところ、厚生年金保険

法第 81 条の２において、育児休業等をしている被保険者が使用される事業所の事業主が申出

をしたときは、当該被保険者に係る保険料であってその育児休業等を開始した日の属する月か

らその育児休業等が終了する日の翌日が属する月の前月までの期間に係る保険料の徴収は行

わない旨規定されており、当該規定に基づくと、請求者の請求期間②の標準賞与額に係る厚生

年金保険料を徴収する権利そのものが存在しないことから、請求者の当該期間に係る標準賞与



額の記録についても、厚生年金保険法第 75 条本文の規定は適用されない。 

以上のことから、請求期間①及び②に係る標準賞与額については、前述の賃金台帳及び日本

年金機構の回答から、請求期間①は 68万 9,000 円及び請求期間②は 42万 6,000 円とし、保険

給付の計算の基礎となる標準賞与額として記録することが必要である。 



 

 

厚生局受付番号 ： 近畿（受）第 1900297 号 

厚生局事案番号 ： 近畿（厚）第 1900143 号 

 

第１ 結論 

請求者のＡ社における平成 27 年 12 月４日の標準賞与額に係る記録を 76 万 5,000 円とする

ことが必要である。 

平成 27年 12 月４日の標準賞与額については、保険給付の計算の基礎となる標準賞与額とし

て記録することが必要である。 

 

第２ 請求の要旨等 

  １ 請求者の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 59年生 

    住    所 ：  

  ２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： 平成 27年 12 月４日 

請求期間にＡ社から賞与が支給されたが、当該賞与に係る標準賞与額の記録が保険給付の

計算の基礎とならない記録となっている。当該賞与に係る標準賞与額の記録を保険給付の計

算の基礎となる記録に訂正してほしい。 

     

第３ 判断の理由 

Ａ社から提出された請求者に係る賃金台帳により、請求者が、請求期間において標準賞与額

76 万 5,000 円に見合う賞与の支払を受けたことが認められる。 

一方、オンライン記録において、請求者の請求期間に係る標準賞与額は、厚生年金保険法第

75 条本文該当と記録されているところ、同条本文には、保険料を徴収する権利が時効により消

滅したときは当該保険料に係る被保険者であった期間に基づく保険給付は行わない旨規定さ

れている。 

しかしながら、オンライン記録により、事業主が請求者に係る育児休業等（平成 27 年＊月

＊日から平成 29 年＊月＊日までの期間）取得の申出を行ったことが確認できるところ、厚生

年金保険法第 81 条の２において、育児休業等をしている被保険者が使用される事業所の事業

主が申出をしたときは、当該被保険者に係る保険料であってその育児休業等を開始した日の属

する月からその育児休業等が終了する日の翌日が属する月の前月までの期間に係る保険料の

徴収は行わない旨規定されており、当該規定に基づくと、請求者の請求期間の標準賞与額に係

る厚生年金保険料を徴収する権利そのものが存在しないことから、請求者の当該期間に係る標

準賞与額の記録については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定は適用されない。 

以上のことから、請求期間に係る標準賞与額については、前述の賃金台帳から、76万 5,000

円とし、保険給付の計算の基礎となる標準賞与額として記録することが必要である。 



 

 

厚生局受付番号 ： 近畿（受）第 1900298 号 

厚生局事案番号 ： 近畿（厚）第 1900144 号 

 

第１ 結論 

請求者のＡ社における標準賞与額に係る記録を平成 26 年６月 25 日は 65 万 4,000 円及び同

年 12 月５日は 32 万 8,000 円とすることが必要である。 

平成 26 年６月 25 日及び同年 12 月５日の標準賞与額については、保険給付の計算の基礎と

なる標準賞与額として記録することが必要である。 

 

第２ 請求の要旨等 

  １ 請求者の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 57年生 

    住    所 ：  

  ２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： ① 平成 26 年６月 25日 

             ② 平成 26年 12 月５日 

請求期間①及び②にＡ社から賞与が支給されたが、当該賞与に係る標準賞与額の記録が保

険給付の計算の基礎とならない記録となっている。当該賞与に係る標準賞与額の記録を保険

給付の計算の基礎となる記録に訂正してほしい。 

     

第３ 判断の理由 

Ａ社から提出された請求者に係る賃金台帳により、請求者が、請求期間①において標準賞与

額 65万 4,000 円及び請求期間②において標準賞与額 32万 8,000円に見合う賞与の支払を受け

たことが認められる。 

一方、オンライン記録において、請求者の請求期間①及び②に係る標準賞与額は、厚生年金

保険法第 75 条本文該当と記録されているところ、同条本文には、保険料を徴収する権利が時

効により消滅したときは当該保険料に係る被保険者であった期間に基づく保険給付は行わな

い旨規定されている。 

しかしながら、オンライン記録により、事業主が請求者に係る産前産後休業（平成 26 年＊

月＊日から同年＊月＊日までの期間）取得の申出を行ったことが確認できるところ、厚生年金

保険法第 81 条の２の２において、産前産後休業をしている被保険者が使用される事業所の事

業主が申出をしたときは、当該被保険者に係る保険料であってその産前産後休業を開始した日

の属する月からその産前産後休業が終了する日の翌日が属する月の前月までの期間に係る保

険料の徴収は行わない旨規定されており、当該規定に基づくと、請求者の請求期間①の標準賞

与額に係る厚生年金保険料を徴収する権利そのものが存在しないことから、請求者の当該期間

に係る標準賞与額の記録については、厚生年金保険法第 75条本文の規定は適用されない。 

また、オンライン記録により、事業主が請求者に係る育児休業等（平成 26 年＊月＊日から

平成 27 年＊月＊日までの期間）取得の申出を行ったことが確認できるところ、厚生年金保険

法第 81 条の２において、育児休業等をしている被保険者が使用される事業所の事業主が申出

をしたときは、当該被保険者に係る保険料であってその育児休業等を開始した日の属する月か

らその育児休業等が終了する日の翌日が属する月の前月までの期間に係る保険料の徴収は行

わない旨規定されており、当該規定に基づくと、請求者の請求期間②の標準賞与額に係る厚生

年金保険料を徴収する権利そのものが存在しないことから、請求者の当該期間に係る標準賞与

額の記録についても、厚生年金保険法第 75 条本文の規定は適用されない。 

以上のことから、請求期間①及び②に係る標準賞与額については、前述の賃金台帳から、請

求期間①は 65万 4,000 円及び請求期間②は 32万 8,000 円とし、保険給付の計算の基礎となる

標準賞与額として記録することが必要である。 



  

 

厚生局受付番号 ： 近畿（受）第 1900299 号 

厚生局事案番号 ： 近畿（厚）第 1900145 号 

 

第１ 結論 

請求者のＡ社における平成 20 年 12 月５日の標準賞与額に係る記録を 83 万 1,000 円とする

ことが必要である。 

平成 20年 12 月５日の標準賞与額については、保険給付の計算の基礎となる標準賞与額とし

て記録することが必要である。 

 

第２ 請求の要旨等 

  １ 請求者の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 46年生 

    住    所 ：  

  ２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： 平成 20年 12 月５日 

請求期間にＡ社から賞与が支給されたが、当該賞与に係る標準賞与額の記録が保険給付の

計算の基礎とならない記録となっている。当該賞与に係る標準賞与額の記録を保険給付の計

算の基礎となる記録に訂正してほしい。 

     

第３ 判断の理由 

Ａ社から提出された請求者に係る賃金台帳及び日本年金機構の回答により、請求者が、請求

期間において標準賞与額 83 万 1,000 円に見合う賞与の支払を受けたことが認められる。 

一方、オンライン記録において、請求者の請求期間に係る標準賞与額は、厚生年金保険法第

75 条本文該当と記録されているところ、同条本文には、保険料を徴収する権利が時効により消

滅したときは当該保険料に係る被保険者であった期間に基づく保険給付は行わない旨規定さ

れている。 

しかしながら、オンライン記録により、事業主が請求者に係る育児休業等（平成 20 年＊月

＊日から平成 21 年＊月＊日までの期間）取得の申出を行ったことが確認できるところ、厚生

年金保険法第 81 条の２において、育児休業等をしている被保険者が使用される事業所の事業

主が申出をしたときは、当該被保険者に係る保険料であってその育児休業等を開始した日の属

する月からその育児休業等が終了する日の翌日が属する月の前月までの期間に係る保険料の

徴収は行わない旨規定されており、当該規定に基づくと、請求者の請求期間の標準賞与額に係

る厚生年金保険料を徴収する権利そのものが存在しないことから、請求者の当該期間に係る標

準賞与額の記録については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定は適用されない。 

以上のことから、請求期間に係る標準賞与額については、前述の賃金台帳及び日本年金機構

の回答から、83 万 1,000 円とし、保険給付の計算の基礎となる標準賞与額として記録すること

が必要である。 



厚生局受付番号 ： 近畿（受）第 1900300 号 

厚生局事案番号 ： 近畿（厚）第 1900146 号 

 

第１ 結論 

請求者のＡ社における平成 24 年 12 月５日の標準賞与額に係る記録を 41 万 3,000 円とする

ことが必要である。 

平成 24年 12 月５日の標準賞与額については、保険給付の計算の基礎となる標準賞与額とし

て記録することが必要である。 

 

第２ 請求の要旨等 

  １ 請求者の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 58年生 

    住    所 ：  

  ２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： 平成 24年 12 月５日 

請求期間にＡ社から賞与が支給されたが、当該賞与に係る標準賞与額の記録が保険給付の

計算の基礎とならない記録となっている。当該賞与に係る標準賞与額の記録を保険給付の計

算の基礎となる記録に訂正してほしい。 

     

第３ 判断の理由 

Ａ社から提出された請求者に係る賃金台帳により、請求者が、請求期間において標準賞与額

41 万 3,000 円に見合う賞与の支払を受けたことが認められる。 

一方、オンライン記録において、請求者の請求期間に係る標準賞与額は、厚生年金保険法第

75 条本文該当と記録されているところ、同条本文には、保険料を徴収する権利が時効により消

滅したときは当該保険料に係る被保険者であった期間に基づく保険給付は行わない旨規定さ

れている。 

しかしながら、オンライン記録により、事業主が請求者に係る育児休業等（平成 24 年＊月

＊日から平成 26 年＊月＊日までの期間）取得の申出を行ったことが確認できるところ、厚生

年金保険法第 81 条の２において、育児休業等をしている被保険者が使用される事業所の事業

主が申出をしたときは、当該被保険者に係る保険料であってその育児休業等を開始した日の属

する月からその育児休業等が終了する日の翌日が属する月の前月までの期間に係る保険料の

徴収は行わない旨規定されており、当該規定に基づくと、請求者の請求期間の標準賞与額に係

る厚生年金保険料を徴収する権利そのものが存在しないことから、請求者の当該期間に係る標

準賞与額の記録については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定は適用されない。 

以上のことから、請求期間に係る標準賞与額については、前述の賃金台帳から、41万 3,000

円とし、保険給付の計算の基礎となる標準賞与額として記録することが必要である。 



                      

厚生局受付番号 ： 近畿（受）第 1900205 号 

厚生局事案番号 ： 近畿（国）第 1900023 号 

 

第１ 結論 

昭和 60 年２月、平成２年７月及び平成３年１月の請求期間については、国民年金保険料を

納付した期間に訂正することを認めることはできない。 

 

第２ 請求の要旨等 

１ 請求者の氏名等 

   氏    名 ： 男 

   基礎年金番号 ：  

   生 年 月 日 ： 昭和 35 年生 

   住    所 ：  

 ２ 請求内容の要旨 

   請 求 期 間 ： ① 昭和 60 年２月 

            ② 平成２年７月 

            ③ 平成３年１月 

   請求期間①、②及び③について、父が私たち夫婦（請求者の妻については、請求期間②及

び③に対応する期間）の国民年金の加入手続を行い、夫婦二人分の国民年金保険料をまとめ

て納付してくれたはずである。 

   現在、父は病気のため、請求期間①、②及び③当時の事情を聞くことはできないが、一緒

に納付したとする妻は、国民年金保険料が納付されているのに、私には納付記録がないのは

おかしいと思うので、調査の上、年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

請求者は、請求期間①、②及び③について、父が国民年金の加入手続を行い、国民年金保険

料をまとめて納付してくれたはずである旨主張している。 

しかしながら、請求者が、請求期間①、②及び③に国民年金保険料を納付するためには、請

求者に対して、国民年金手帳記号番号（以下「記号番号」という。）の払出しが必要となるとこ

ろ、社会保険オンラインシステム及び国民年金手帳記号番号払出簿検索システムにより、請求

者の氏名を複数の読み方で検索したが、請求者に対して、記号番号が払い出された記録は確認

できないことから、請求者は、当該各期間において国民年金に未加入であり、当該期間に係る

国民年金保険料を納付することはできない。 

さらに、請求者は、請求期間①、②及び③に係る国民年金の加入手続及び保険料納付に直接

関与していない上、これらを行ったとする請求者の父から当時の状況を聴取することは困難で

あり、請求者の当該期間に係る国民年金の加入手続及び保険料納付の状況は不明である。 

このほか、請求期間①、②及び③の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書控等）は無く、請求期間について、ほかに請求者の国民年金保険料が納付されてい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら請求内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、請求者が

請求期間①、②及び③の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



 

厚生局受付番号 ： 近畿（受）第 1900207 号 

厚生局事案番号 ： 近畿（厚）第 1900147 号 

 

第１ 結論 

   請求者のＡ社における標準賞与額を平成 27 年６月 15 日は 35 万 6,000 円、平成 28 年６月 15

日は 37万 4,000 円に訂正することが必要である。 

   平成 27 年６月 15日及び平成 28 年６月 15日の標準賞与額については、厚生年金保険の保険

給付及び保険料の納付の特例等に関する法律第１条第５項の規定により、保険給付の計算の基

礎となる標準賞与額として記録することが必要である。 

   事業主は、請求者に係る平成 27 年６月 15日及び平成 28 年６月 15日の標準賞与額に基づく

厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 請求の要旨等 

１ 請求者の氏名等 

   氏    名 ： 男 

   基礎年金番号 ：  

   生 年 月 日 ： 昭和 45 年生 

   住 所 ：  

２ 請求内容の要旨 

     請 求 期 間 ： ① 平成 27 年６月 15 日 

            ② 平成 28 年６月 15日             

    Ａ社から請求期間①及び②に支払われた賞与について、厚生年金保険の記録では、年金給

付に反映されない標準賞与額と記録されているが、当該賞与から厚生年金保険料を控除され

ていたので、当該記録を年金給付に反映される記録に訂正してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

Ａ社から提出された請求者に係る賃金台帳及び日本年金機構の回答により、請求者が、請求

期間①及び②において同社から賞与の支払を受け、請求期間①は 35 万 6,000 円、請求期間②

は 37 万 4,000 円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されてい

たことが認められる。 

なお、事業主が請求者の請求期間①及び②に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、事業主は、当該各期間に係る厚生年金保険料を徴収する権利が時効により

消滅した後に、当該各期間に係る厚生年金保険被保険者賞与支払届を年金事務所に提出し、厚

生年金保険料についても納付していないことを認めていることから、年金事務所は、請求者の

当該各期間に係る厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 


